


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































住民を含めて 20万人余に及び（犠牲になったのは，本土出身の約 6万 5000人































































た。第 5期は，1958年後半から 62年 1月までである。この時期には，対沖縄政
策における日米協力が具体化し，占領支配体制の受益者層の育成が進んだ。沖
縄自由党が結成され，60年 11月の選挙で琉球立法院の 29議席中 22議席を占め
たことにもそれが示されている。一方で，沖縄県祖国復帰協議会の結成をはじめ，
施政権返還に向かう民衆側の体制も築かれていく。
















さらに，第 8期は，1967年 2月から 69年 2月までである。教公二法阻止闘
争から 2.4ゼネストに至るこの時期は，B52撤去闘争，基地労働者の決起（全軍
労 10割年休闘争），革新主席の登場と，69年 2月 4日の政治ゼネストの提起へ
と進んだ時期である。沖縄基地の軍事的重要性を保持しようとする日米両政府
の政策は，沖縄を日本から分離して支配する政策から，日本に「返還」させる



















































4 月 1 日，6 月 23 日，8 月 15 日，9 月 7 日，1946 年 4 月 10 日，11 月 3 日，


















































































































落事故 27件），ヘリコプターが 99件（墜落は 16件）にのぼる。また，同じ時
期において，米兵（米軍構成員）による犯罪は 5801件，うち凶悪犯は 570件，
粗暴犯は 1045件にもなる。












































































































































（13）名古屋高判 2008.4.17判時 2056号 74頁。





（17）沖縄代理署名訴訟。第 1審：福岡高那覇支判 1996.3.25判時 1563号 26頁，上告審：
最大判 1996.8.28民集 50巻 7号 1952頁。
（18）参照，沖縄タイムス社発行『沖縄大百科事典』下巻（1983年）882頁〔金城正篤執筆〕。





























（34）沖縄代理署名訴訟・被告知事側第 3準備書面（1996年 2月 9日）312頁以下。
（35）拙稿・前掲（註 2）「沖縄における平和的生存権の可能性」169頁参照。
（36）新崎盛暉「解説」沖縄県（編）『沖縄 苦難の現代史――代理署名拒否訴訟準備書面より』
（同時代ライブラリー 275，岩波書店・1996年）261頁。
（37）高良鉄美「復帰後の沖縄における平和」琉大法学 69号（2003年）10頁以下。
（38）沖縄における平和的生存権の侵害をテーマとした本稿執筆中に，それと直結する事象
－ 224－
がまたしても生じた。本年（2015年）7月 12日に，沖縄うるま市沖（日本領海内）で，
米軍特殊作戦ヘリMH60ブラックホークが墜落した事故である。ところが，その原因，
内容等は一切，今に至るも明らかにされていない。とりわけ，それには陸上自衛隊特殊
作戦群所属の隊員 10名が同乗しており負傷者も出たが，「研修」を名目に，沖縄県にも
届け出られていなかった。つまり，日米の特殊作戦の共同訓練が，主権者であるはずの
国民に知らされないまま常態化しているのである。現在，安全保障法制の根本的転換が
はかられているが，このような事態の進行は，国民にとって，今，平和的生存権の出番
であることを告げているといえよう。
（2015年 9月 4日　脱稿）
追記
校正作業を進めていたさ中の 10月 5日，本稿の主題である平和的生存権にか
んする本格的研究の開拓者であり，第一人者であった深瀬忠一先生が 88歳のご
生涯を終えられた。平和的生存権のこころをご自身の人格とされたような方で
あった。筆者の平和的生存権についての考察も，本稿でしばしばふれたとおり，
先生の学説に導かれたものである。深瀬先生とは，研究者養成制度上のいわゆ
る師弟関係にはないが，私は，先生を学問上のみならず人格上も深く尊敬し，
また先生から常に励ましを受けてきた。永別は，たえがたく寂しい。
論文の追記としては私的感情に流れるものとなったことをお詫びしつつ，追
悼の念をここに記した次第である。
（2015年 10月 5日）
